
● 立地適正化計画は 、 全国的な人口減少や
高齢化に対応した持続可能なまちづくりを進め
るべく、都市再生特別措置法の改正に伴い、
平成26年に制度化されたものです。

● 本計画により、商業・医療・福祉などの民間
施設を含めた各種生活サービス機能や住居
等を計画的に誘導するとともに、公共交通の
充実により、生活サービス機能へアクセスしや
すい環境を整えることで、コンパクトシティ・プラ
ス・ネットワーク型のまちづくりを目指すものです。

立地適正化計画区域

居住誘導区域
一定エリアにおいて人口密度を維持
し、生活サービスやコミュニティが持続
的に確保されるよう誘導すべき区域

都市機能誘導区域
商業・医療・福祉等の都市機能を
都市の中心拠点や生活拠点に誘
導・維持し、各種サービスの効率的
な提供を図る区域

誘導施設
都市機能誘導区域毎に地域の特
性等に応じて必要な都市機能を検
討し、立地を誘導すべき施設を設定

策定の背景

▲立地 適正化計画で定める 区域等
( 出典：立地適正化計画パンフレット)

● 本市では、これまで順調に人口が増加し、今後においても50万人規模の維持を目指して様々な施策を展開して
いますが、一方で国立社会保障・人口問題研究所によると、近い将来、緩やかな人口減少に転じることが推計
されており、高齢化も確実に進む見通しとなっています。

● こうした中、国では全国的な人口減少や高齢化に対応した持続可能なまちづくりを進めるべく、都市再生特別
措置法を改正し、平成26年に「立地適正化計画」が制度化され、本市においても、平成30年3月に「松戸市立
地適正化計画」を策定し、「多極ネットワーク型コンパクトシティ」の実現に向けて取り組んできました。

● その後、頻発化・激甚化する自然災害に対応するため、令和2年9月に改正された都市再生特別措置法におい
て、立地適正化計画における居住誘導区域内の防災対策を盛り込んだ「防災指針」を作成することとされました。

● そのため、都市再生特別措置法の改正に伴う「防災指針」の作成とともに、本市を取り巻く社会経済状況の変
化や本計画に関連する事業の進展、上位関連計画の策定・改定を踏まえたうえで、「松戸市立地適正化計
画」を改定することとします。

①民間投資の誘発や国の支援制度の効果的な活用による、 駅周辺等の拠点性強化

②広域性 ・集客性の高い施設の立地誘導や公共施設の更新による都市の魅力向上

③既存住宅ストックの活用推進や駅周辺のまちの更新による人口流入

主な
ねらい

計画期間について

● 本計画の目標年次は、計画策定から20年
後の令和19年度 (2037 年度 ) とします。

● 概ね5年毎に本計画に位置付けた施策の
実施状況等について調査、分析及び評価
を行うとともに、必要に応じて計画の見直し
を行います。
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立地適正化計画とは？

R8.10月時点
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まちづくりの基本方針

現状及び将来見通しに基づく課題への対応や、松戸市総合計画における基本目標の実現を推進する観点から、
立地適正化計画におけるまちづくりの基本方針を以下に設定します。

●広域交流拠点・交流拠点では、広域性・集客性の高い施設の維持や充実、拠点内の回遊性や快適性
の向上に資する環境整備等を進め、各拠点としての機能強化を図ります。

●生活拠点についても、市民の日常生活に必要な施設の立地誘導により、拠点としての機能維持・充実
を図ります。

広域からの集客により賑わいを生み出すとともに、
市民の暮らしの質を高める拠点の形成

基本方針①

●各施設の適正配置や魅力付け、公共交通の充実等を促進し、外部からの人口流入の促進および市民の
定住化につなげ、将来的な人口構成バランス・地域間の人口バランスの健全化を図ります。

充実した住環境を生かした人口流入と地域人口構成バランスの健全化基本方針②

●既存公共交通の維持及び利便性の向上とともに、地域の実情に即した誰もが利用したくなるような移動環
境の整備や支援により、多様な移動ニーズに対応した持続可能な公共交通ネットワークの形成を図ります。

●拠点地域への都市機能誘導や公共交通沿線への居住誘導による公共交通利用者の確保のほか、誰も
が安心して円滑に移動できる交通インフラの整備により、「歩いて暮らせるまち」の形成につなげます。

誰もが楽しく快適に移動できる交通環境の整備基本方針③

●市内全域に災害リスクが存在していることから、国土交通省等の関係部局と連携しながら、ハード対策を
講じ、誰もが安全で安心して暮らせる住環境の形成を実現します。

●想定を上回る自然災害に備え、ハード整備だけではなく、災害時の被害を軽減するソフト対策に係る取
組にも注力し、災害に強いまちづくりを推進します。

災害に強く、安全で安心して暮らせるまちづくりの実現基本方針④

将来都市構造

まちづくりの基本方針を踏まえ、本計画により目指す将来都市構造を以下のとおりとします。

●広域交流拠点
商業・業務機能や行政機能・文化機能など
の高次の都市機能が集積する拠点

●交流拠点
広域性・集客性の高い都市機能が集積する
拠点

●生活拠点
日常生活に必要な身近な商業・サービス機
能を備えた拠点

拠点設定の方向性

市内の鉄道6路線及び、駅間や駅と大規模団
地等を結ぶ基幹的なバス路線を公共交通軸と
して位置づけ、将来にわたり十分なネットワーク
機能を確保します。

公共交通軸の方向性

※駅周辺において、まちづくりの進展に
より市街化区域への編入がなされた
場合は、新たに拠点への位置づけを
検討します。



充実した住環境を
生かした人口流入と
地域人口構成バランス
の健全化

本市の強みである
充実した鉄道・バスの
公共交通ネットワークの
維持・拡充

基本方針
居住誘 公共交通③
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●都市機能誘導区域は、計画策定の主
なねらい(p.1を参照)を推進するべく、将
来都市構造で示した拠点ごとに設定しま
す。

●区域については、拠点の特性に応じた
利用圏を考慮し、関連計画におけるまち
づくりの区域、維持・充実すべき都市機
能の立地状況等を踏まえ、地形地物に
より具体的な区域を設定します。

都市機能誘導区域

●本市は高密度な市街地が形成され、将
来的にも高い人口密度を保てる見込みと
なっています。また、優れた鉄道ネッ トワー
クや各種都市機能、バス網も充実してい
ます。

●現在の生活環境を将来にわたり持続さ
せ、多くの市民が住み慣れた地域で住
み続けていけるよう、市街化区域の概ね
全域を居住誘導区域に設定し、引き続
き高い人口密度の維持を図っていきます。

居住誘導区域

都市機能誘導区域、居住誘導区域

※駅周辺において計画的な市街地整備が行われ、市街化区域への編入がなされた場合は、居住誘導区域へ適宜編入するとともに、必要に応じて
都市機能誘導区域の設定を検討します。

・急傾斜地崩壊危険区域・土砂災害特別
警戒区域は、居住誘導区域外となります。

・令和６年度末時点の指定状況を図示して
いますが、最新の指定状況は、千葉県が
指定する区域を確認してください。

凡例

行政区域

市街化区域

居住誘導区域

都市機能誘導区域
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誘導施設

●誘導施設は、広域性・集客性の高い施設のほか、駅周辺等の拠点に集積していることが望ましい生活
サービス施設を中心に位置づけます。

●本計画では、拠点の分類ごとに、以下の施設を誘導施設として位置づけ、「施設の充実・新規誘導・
維持」を図っていきます。

今後、各関連計画の更新や、都市機能の整備状況に応じ、同表も適宜更新を行うものとします。
※1  近隣に立地する本庁舎又は支所でカバーするものとする。
※2  鉄道駅ではないため誘導施設に設定しない。

各都市機能誘導区域ごとに定める誘導施設



都市機能誘導区域外における届出制度

以下の行為を行う場合には、原則として30日前までに市⾧への届出が義務付けられます。（都市再生特別措置法）

都市機能誘導区域

都市機能誘導区域

居住誘導区域

立地適正化計画区域

届出必要

届出必要

誘導施設に「銀行」が
設定されていない

誘導施設に「銀行」が
設定されている

届出不要

居住誘導区域外における届出制度

●誘導施設を有する建築物の建
築目的の開発行為

開
発
行
為

●誘導施設を有する建築物を新
築する場合

●建築物を改築し誘導施設を有
する建築物とする場合

●建築物の用途を変更し誘導施
設を有する建築物とする場合

建
築
等
行
為

移転

移転

●3戸以上の住宅の建築目的の
開発行為

●1 戸又は2戸の住宅の建築目
的の開発行為で、その規模が
1,000㎡以上のもの

開
発
行
為

●3戸以上の住宅を新築しようと
する場合

●建築物を改築し、又は建築物
の用途を変更して３戸以上の
住宅とする場合

建
築
等
行
為

届出必要

都市機能誘導区域内における届出制度

●誘導施設を休止、または廃止
する場合

誘
導
施
設
の
休
廃
止

都市機能誘導区域

都市機能誘導区域

居住誘導区域

立地適正化計画区域

届出必要

誘導施設に「銀行」が
設定されていない

誘導施設に「銀行」が
設定されている

届出不要

届出不要届出不要

届出必要 届出必要

届出必要 届出不要

届出不要

例 1 ) 3 戸以上の開発行為

例 2 ) 1,300 ㎡ 1 戸の開発行為

例 3 ) 800 ㎡ 2 戸の開発行為

例 4 ) 3 戸以上の建築行為

例 5 ) 1 戸の建築行為

建築等行為開発行為
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（法第108条）

（法第108条の２）

（法第88条）



防災指針の概要

● 近年、自然災害が頻発・激甚化しており、災害リスクを踏まえた災害に強いまちづくりの重要性が高まっていること
から、まちづくりの面から居住エリアの安全を確保することを目的として、令和2年の都市再生特別措置法の改正
により、立地適正化計画に「防災指針」を位置づけることとなりました。

● 防災指針は、主に居住誘導区域内で行う防災対策・安全確保策を定めるものであり、居住や都市機能の誘導
を図るうえで必要となる都市の防災に関する機能確保を図るための指針として、本市の防災・減災に係る計画で
ある「松戸市地域防災計画」や「松戸市国土強靭化地域計画」とも連携を図りながら防災指針を定めます。

防災まちづくりの将来像

災害から守られた安全な都市
都市計画マスタープランの将来都市像である「多世代がともにいきいきと思い思いに暮らすこ

とができるまち やさシティ、まつど。～つよくしなやかに みんなで松戸の新たな時代を創ろう～」の
実現に向けて、都市づくりの目標の1 つとして掲げる「災害から守られた安全な都市」を防災ま
ちづくりの将来像として位置づけます。

防災まちづくりの取組方針

土砂災害、洪水、内水、高潮、地震の各災害ハザードエリアにおける取組方針及び各災害共通の取組方針を
示します。

取組方針

◆災害リスクの周知を図るとともに、市民の防災意識の啓発を推進します。

◆災害時に安全に避難できる環境・体制を充実させます。

分類

洪
水

地
震

内
水

各
災
害

共
通

◆住宅地の浸水を防ぐため内水排除対策を推進するとともに、下水道施設整備等による
内水被害の低減を図ります。

◆建物の耐震化・不燃化の促進のほか、安全な避難行動や災害応急活動を円滑に行
うことができる都市空間の整備により、防災・減災の都市づくりを推進します。

◆調査により確認された危険な場所については、宅地被害防止事業を実施し、宅地地
盤の滑動崩落を防止します。

◆江戸川をはじめとした河川や水路については、国や県など関係機関と連携した河川改
修や調整池をはじめとしたハード整備等の流域治水対策により、洪水被害の低減を図
ります。

土
砂

◆土砂災害特別警戒区域及び急傾斜地崩壊危険区域は、居住誘導区域から除外し
届出制度に基づく居住の立地誘導によるリスクの回避を図ります。

◆土砂災害警戒区域は、土砂災害防止のためのハード整備による安全対策を推進し、
リスクの低減を図ります。

高
潮

家
屋
倒
壊

盛
土

● 防災まちづくりの将来像に基づき、居住誘導区域において、ハード・ソフト両面からの防災・減災対策による安全
安心な住環境の形成を進めるものとし、防災指針においても、防災上の課題を踏まえ、まちづくりの基本方針に
沿った取組みを推進していきます。
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具体的な取組

既に取り組んでいるもの実線
実施した成果を継続して取り組むもの

破線

各取組は「松戸市地域防災計画」や「松戸市国土強靱化地域計画」などの関連計画と連携しながら、個別
の実施計画などにおいて具体化を図ります。

７
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誘導施策

【都①】都市機能立地を促進するための基盤整備の推進
【都②】拠点内の回遊性・快適性向上のための環境整備
【都③】駅前・駅中の利便性を生かした子育て支援施設

の誘導
【都④】既存商業施設の維持・充実のための支援
【都⑤】拠点性の強化に資する公共施設の適切な整備

【居①】更なる人口流入のためのこども・子育て機能の
充実、居住者の利便性確保のための高齢者向け
機能・医療機能の充実

【居②】大規模団地等の既存住宅ストックの再生
【居③】多様な世代が将来にわたり、豊かに生活を営める

住まいづくり
【居④】緑の量と質の確保によるゆとりある住環境の創出
【居⑤】拠点周辺におけるまちなか居住の推進

【交①】鉄道の利便性の向上
【交②】路線バスの維持・利便性の向上
【交③】タクシーの利便性の向上
【交④】地域の実情に即した移動手段の実現
【交⑤】交通結節点の機能強化
【交⑥】鉄道駅を核としたまちの整備
【交⑦】公共交通の利用につながるインフラ整備

【防①】土砂災害防止法に基づく対策の推進
【防②】急傾斜地崩壊対策
【防③】江戸川流域治水プロジェクト2.0の促進
【防④】防災性向上のための無電柱化の促進
【防⑤】老朽化住宅等の耐震化の促進
【防⑥】避難行動要支援者の支援体制の確立
【防⑦】災害対策用装備資機材の充実及び食料・

飲料水等の供給体制の整備
【防⑧】防災教育の普及推進

都市機能誘導に係る施策 居住誘導に係る施策

まちづくりの基本方針の実現に向けて、都市機能誘導、居住誘導、公共交通、防災まちづくりの観点から誘導施
策を設定します。

公共交通に係る施策 防災まちづくりに係る施策

評価指標

数値目標は、4つのまちづくりの基本方針ごとに「目標指標」と「効果指標」を設定すると共に、全体的な効果を確認
するため、4つのまちづくりの基本方針を達成することによる効果を測る「総括指標」も設定します。

■総括指標の設定

４つのまちづくり方針を達成する

ことによる全体的な効果を確認

■数値目標の設定

①「目標指標」

誘導施策の展開による直接的な効果を確認

②「効果指標」

「目標指標」の達成により期待される効果を確認

■まちづくりの基本方針

広域からの集客により賑わいを生み出すとともに、市民の暮らしの質を高める拠点の形成

充実した住環境を生かした人口流入と地域人口構成バランスの健全化

誰もが楽しく快適に移動できる交通環境の整備

災害に強く、安全で安心して暮らせるまちづくりの実現

お問い合わせ先：松戸市 街づくり部 都市計画課 電話 047-366-7372
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